
*出力条件
*会計年度 ： H30
*出力帳票選択 ： 財務書類
*団体区分 ： 一般会計等
*団体／会計コード ：
*出力範囲 ： 年次
*出力金額単位 ： 円

（単位：円）

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 36,368,874,575 固定負債 13,039,412,365

有形固定資産 33,578,489,491 地方債 11,738,227,165
事業用資産 16,378,527,873 長期未払金 0

土地 5,241,967,699 退職手当引当金 1,295,049,000
立木竹 858,740,000 損失補償等引当金 -
建物 26,029,555,753 その他 6,136,200
建物減価償却累計額 △ 16,765,616,416 流動負債 1,397,486,604
工作物 3,505,374,248 1年内償還予定地方債 1,192,149,330
工作物減価償却累計額 △ 2,586,711,891 未払金 0
船舶 12,387,600 未払費用 -
船舶減価償却累計額 - 前受金 -
浮標等 - 前受収益 -
浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 123,798,328
航空機 - 預り金 79,655,402
航空機減価償却累計額 - その他 1,883,544
その他 - 14,436,898,969
その他減価償却累計額 - 【純資産の部】
建設仮勘定 82,830,880 固定資産等形成分 38,390,933,274

インフラ資産 16,737,529,383 余剰分（不足分） △ 13,751,441,904
土地 837,419,880
建物 1,072,308,633
建物減価償却累計額 △ 73,084,409
工作物 37,315,601,570
工作物減価償却累計額 △ 22,809,103,531
その他 -
その他減価償却累計額 -
建設仮勘定 394,387,240

物品 1,423,447,667
物品減価償却累計額 △ 961,015,432

無形固定資産 55,215,483
ソフトウェア 55,215,483
その他 -

投資その他の資産 2,735,169,601
投資及び出資金 400,867,576

有価証券 7,208,576
出資金 393,659,000
その他 -

投資損失引当金 -
長期延滞債権 409,146,598
長期貸付金 78,281,877
基金 1,851,571,428

減債基金 261,262,000
その他 1,590,309,428

その他 -
徴収不能引当金 △ 4,697,878

流動資産 2,707,515,764
現金預金 630,606,986
未収金 57,091,343
短期貸付金 18,474,699
基金 2,003,584,000

財政調整基金 2,003,584,000
減債基金 -

棚卸資産 -
その他 -
徴収不能引当金 △ 2,241,264 24,639,491,370

39,076,390,339 39,076,390,339

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

貸借対照表
（平成３１年３月３１日現在）

科目 金額 科目 金額

負債合計

純資産合計
資産合計 負債及び純資産合計



*出力条件
*会計年度 ： H30
*出力帳票選択 ： 財務書類
*団体区分 ： 一般会計等
*団体／会計コード ：
*出力範囲 ： 年次
*出力金額単位 ： 円

（単位：円）

経常費用 10,828,576,063
業務費用 6,304,370,972

人件費 2,009,922,215
職員給与費 1,676,190,599
賞与等引当金繰入額 123,798,328
退職手当引当金繰入額 97,744,072
その他 112,189,216

物件費等 4,122,697,281
物件費 2,434,855,526
維持補修費 283,431,967
減価償却費 1,404,409,788
その他 -

その他の業務費用 171,751,476
支払利息 62,498,612
徴収不能引当金繰入額 6,939,142
その他 102,313,722

移転費用 4,524,205,091
補助金等 1,585,575,528
社会保障給付 2,089,471,741
他会計への繰出金 827,334,407
その他 21,823,415

経常収益 379,561,730
使用料及び手数料 147,075,735
その他 232,485,995

純経常行政コスト 10,449,014,333
臨時損失 38,008,847

災害復旧事業費 32,451,568
資産除売却損 5,557,209
投資損失引当金繰入額 -
損失補償等引当金繰入額 -
その他 70

臨時利益 33,514,310
資産売却益 33,514,310
その他 -

純行政コスト 10,453,508,870

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

行政コスト計算書
自　平成３０年４月１日　

至　平成３１年３月３１日

科目 金額



*出力条件
*会計年度 ： H30
*出力帳票選択 ： 財務書類
*団体区分 ： 一般会計等
*団体／会計コード ：
*出力範囲 ： 年次
*出力金額単位 ： 円

（単位：円）

前年度末純資産残高 24,632,217,904 38,041,806,656 △ 13,409,588,752

純行政コスト（△） △ 10,453,508,870 △ 10,453,508,870

財源 10,409,320,555 10,409,320,555

税収等 7,417,697,010 7,417,697,010

国県等補助金 2,991,623,545 2,991,623,545

本年度差額 △ 44,188,315 △ 44,188,315

固定資産等の変動（内部変動） 297,664,837 △ 297,664,837

有形固定資産等の増加 1,666,882,098 △ 1,666,882,098

有形固定資産等の減少 △ 1,412,978,191 1,412,978,191

貸付金・基金等の増加 2,129,697,628 △ 2,129,697,628

貸付金・基金等の減少 △ 2,085,936,698 2,085,936,698

資産評価差額 114,122 114,122

無償所管換等 51,347,659 51,347,659

その他 - - -

本年度純資産変動額 7,273,466 349,126,618 △ 341,853,152

本年度末純資産残高 24,639,491,370 38,390,933,274 △ 13,751,441,904

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

純資産変動計算書
自　平成３０年４月１日　

至　平成３１年３月３１日

科目 合計 固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）



*出力条件
*会計年度 ： H30
*出力帳票選択 ： 財務書類
*団体区分 ： 一般会計等
*団体／会計コード ：
*出力範囲 ： 年次
*出力金額単位 ： 円

（単位：円）

【業務活動収支】
業務支出 9,537,922,832

業務費用支出 5,013,717,741
人件費支出 2,133,314,126
物件費等支出 2,716,889,517
支払利息支出 62,498,612
その他の支出 101,015,486

移転費用支出 4,524,205,091
補助金等支出 1,585,575,528
社会保障給付支出 2,089,471,741
他会計への繰出支出 827,334,407
その他の支出 21,823,415

業務収入 10,544,481,197
税収等収入 7,425,351,258
国県等補助金収入 2,742,530,547
使用料及び手数料収入 187,232,316
その他の収入 189,367,076

臨時支出 32,451,568
災害復旧事業費支出 32,451,568
その他の支出 -

臨時収入 10,248,000
業務活動収支 984,354,797
【投資活動収支】

投資活動支出 3,379,326,841
公共施設等整備費支出 1,666,707,273
基金積立金支出 1,692,286,045
投資及び出資金支出 -
貸付金支出 20,333,523
その他の支出 -

投資活動収入 1,850,525,787
国県等補助金収入 238,844,998
基金取崩収入 1,523,262,523
貸付金元金回収収入 51,221,276
資産売却収入 36,525,504
その他の収入 671,486

投資活動収支 △ 1,528,801,054
【財務活動収支】

財務活動支出 1,060,022,985
地方債償還支出 1,058,450,184
その他の支出 1,572,801

財務活動収入 1,574,645,000
地方債発行収入 1,574,645,000
その他の収入 -

財務活動収支 514,622,015
△ 29,824,242

581,470,922
551,646,680

前年度末歳計外現金残高 79,731,890
本年度歳計外現金増減額 △ 771,584
本年度末歳計外現金残高 78,960,306
本年度末現金預金残高 630,606,986

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

前年度末資金残高
本年度末資金残高

資金収支計算書
自　平成３０年４月１日　
至　平成３１年３月３１日

科目 金額

本年度資金収支額


